
事業報告、および計算書類の内容は、

招集ご通知3ページから47ページに記載のとおりでございますが、
当社グループの状況につきまして、補足のご説明を申し上げます。



当社中期経営計画 4年目にあたる2019年度は、
中国政府の EC 新法導入により、
空港や市中免税でのいわゆる 「爆買い」が激減し、

日韓関係悪化もあってリテール事業が苦戦しました。

厳しい環境が続く中、目標達成に向けて取り組んだ結果、

11 月に発表した下方修正予想値の
親会社株主に帰属する当期純利益33 億円に対しては、
修正予想を上回る進捗状況でした。

しかし、年明け以降の新型コロナウィルス感染拡大による

環境の激変を受け、最終的に2019年度の
親会社株主に帰属する当期純利益は 30.8 億円の着地となりました。



コロナ感染拡大により、訪日外国人は激減し、

4 月は昨年比わずか 0.1％となりました。
成田空港と羽田空港の旅客数も急激に減少しました。



当社リテール事業も大きな影響を受け、

本年4月末時点で、成田空港と羽田空港において、
免税店9店舗が全店休業、
国内空港店舗「BLUE SKY」は23店舗中19店舗が休業しています。



コロナ危機に対する現時点での当社認識は、次のとおりです。

ワクチン開発までの時間を考えると長期化の様相を呈し、

また、人の移動と接触が大きく制限されることにより世界的経済が停滞、

そして、インバウンド復活がいつになるのかも、

残念ながら不透明な状況である、との認識をもっています。



2020 年度業績見通しは、主に空港ビジネス領域、
すなわち空港店舗、国内・海外免税店、関連卸事業、機内販売、

海外における空港運営事業において、

4 月から 9 月まで悪影響が継続し、
10 月以降徐々に回復するとの前提で策定しました。
しかし、先程申し上げたコロナ危機の「長期化の様相」と

リーマンショックをはるかに上回る「世界的経済停滞」との認識から、

期初の見通し前提を覆すほどの厳しいビジネス環境になるものとの、

新たな予測をしているところです。



次に 2020年度の業績見通しですが、
これまでにご説明申し上げた厳しい経済環境に鑑み、

親会社株主に帰属する当期純利益は▲12 億円といたしました。



当社中期経営計画 5 カ年の目標であった
経常利益 80 億円にははるかに及ばない数字です。
仮にコロナ危機がなければ、

2020 年度の経常利益は 62 億円との見通しでした。
中期経営計画目標には届きませんが、

2019 年度の経常利益47 億円を上回っていたことになります。
しかし、100 年に一度とも言われる甚大な経済的打撃を受けて、
コロナ危機を加味しない見通し62億円から、
81 億円もの大きな下落となる経常利益▲19 億円の見通しとなりました。



コロナ危機はいずれ終息を迎えます。

ポストコロナ危機のさまざまな変化を見極め、

JALUX グループが強さを増した企業として復活するため、
2020 年度の戦略を決定いたしました。
端的には、イノベーション推進とサステナビリティ推進を、

当社成長ドライブの両輪とし、

当社のイノベーションを通じた企業活動によって、

社会的課題の解決を果たしていくことで、

持続可能な社会の実現を目指すと同時に、経済成長を実現して、

当社の持続的な成長と企業価値向上を目指すことです。

イノベーション推進とは、第4次産業革命の真っ只中において、
加速する外部環境変化への適応力をタイムリーに発揮し、

当社が進化を続けることであり、

全社員の知恵や工夫など数多くのアイデアを駆使し、

当社のすべてのビジネスにおいて変革、イノベーションを推進します。

ビジネス派生領域と融合領域を攻める、

長期安定収益を生み出す事業投資に打って出る、

社内起業家精神によるスタートアップ領域にも果敢に挑戦します。



サステナビリティ推進とは、持続可能な社会実現のため、

社会課題解決に向けた企業活動を果たしていく

という使命を十分認識し、

SDGs が要請する価値観を当社の経営戦略・経営判断の
大前提にするものです。

定期的にその成果や進捗を開示して

「ESG投資」など外部評価を受ける予定です。



現時点の当社活動内容をスライド一覧にまとめております。

補足説明は以上です。


